｢災害に備える地域のシステムづくり｣ by 奥田 博子
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昨今､ 自然災害の頻発化と被害の甚大化が顕
著になり多くの犠牲を生じています｡
このような自然災害時に備えた､ 地域のシス
テムづくりへ果たす看護職の役割について考え
て頂く為に､ 活動の根拠となる基本的な知識や､
災害に備えた平常時の取り組み事例についてご
紹介をさせて頂きます｡
１. 災害保健活動に関する基礎知識
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医療では災害をサイクルでとらえます (図１)｡
災害発生直後の救急医療期は､ 救命・救護体制
の確立を最優先にし､ その後感染症対策や慢性
的な疾患への対応を行います｡ さらに復旧・復
興期やリハビリテーション期を経て､ 今後の災
害に備えた計画の見直しや訓練を行う災害準備
期へと移行します｡ 一方､ 災害経験のない平常
時を準備期・前兆期にあると捉え､ 災害への備
えと強化が求められます｡ また一般に､ 災害後
の時間経過は ｢フェーズ｣ を用いて示されます｡
医療救護の定義では､ ｢フェーズ０｣ は直後､
｢１｣ は48時間以内､ ｢２｣ を被災後２週間とし
ています｡ このフェーズによる被災地域で起こ
り得る状況と､ 求められる主な保健活動を図に
示しました (図２)｡ 被災直後は救急医療を優
先し､ 被災者の生活の拠点の変化に伴って､ 避
難所､ 応急仮設住宅､ 復興住宅など､ 重点的な
保健活動の支援の場所も時間とともに変化をし
ます (図３)｡ また､ 保健活動には現状の課題
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対応のみならず､ 予防の視点も求められるため､
今後予測される健康課題についても考慮した継
続的な活動であることが特色です｡
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1995年に発生した阪神・淡路大震災時の死因
の１位は建物の倒壊による圧死でした｡ 一方､
2011年に発生した東日本大震災の死因の１位は
津波による溺死でした｡ また過去の国内の地震
災害時に二次的健康障害やPreventable deathと
して着目された疾患も様々です (表１)｡ 国内
で発生した地震災害であっても､ いつ (季節性)､
どのような (地域特性) 地域で発生したのか､
また被災後の避難生活環境や医療対応等の要因
によって､ 求められる医療や看護のニーズは多
様です｡ 過去の災害で課題となった二次的な健
康障害に対しては予防対策を図ることが求めら
れます｡ たとえば､ 被災後の健康課題のひとつ
であるこころのケアを例に説明を加えます｡ こ
ころのケアやPTSDの名称が一般にも認識された
のは阪神・淡路大震災時､ 応急仮設住宅入居者
の孤独死が契機でした｡ 当時の応急仮設住宅の
多くは被災地の郊外に建設され､ もともとの居
住地域とは離れた地域での暮らしを余議なくさ
れました｡ また､ 早期に建設された応急仮設住
宅へ､ 高齢者や障がいのある方など配慮を必要
とする方から優先的に入居をすすめました｡ そ
の結果､ 見守りを必要とする､ 知らない住民同
士が居住するコミュニティを形成することにな
り､ 孤独感や鬱的症状へ悪影響をもたらし､ 異
変に対する早期発見・介入を困難にし､ 孤独死
につながったとされました｡ この出来事を契機
に､ 被災地においては早期からこころのケアの
専門家による支援が開始されるようになりまし
た｡ しかし､ こころのケアについては､ 正しく
理解されていない側面もあり､ 今回の東北地方
の一部の避難所では専門家が訪れることに拒否
反応が生じていました｡ それは､ こころのケア
の対象がイコール ｢精神障がいとして診断され
ることや､ レッテルを貼られること｣ といった
誤解によるものや､ ｢つらい出来事に耐えられ
ない､ 弱い人間だとみられたくない｣ などの理
由によるものでした｡ そのため被災地において
は､ こころのケアチームや､ 精神領域を専門に
した看護職であるということを標榜する事が､
かえって早期介入を困難なものとする事態が生
じています｡ 平常時から住民に対し､ 被災など
のショックな出来事を経験した人のこころの一
般的な反応や､ その対応方法などについて正し
い知識を啓発しておくことが必要といえます｡
また被災時には､ 看護職として ｢血圧を測りま
しょうか｣ などという､ 一般的な会話やふれあ
いの機会を通じて､ こころのケアのリスクにつ
ながる不眠､ 不穏､ 抑うつなどの専門的症状の
有無を把握し､ ハイリスク者を早期に見極め適
切に専門家へつなぐ配慮が求められます｡
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内閣府のガイドラインが示す災害時要援護者
とは ｢有病者､ 高齢者､ 障がい者､ 乳幼児・妊
産婦､ 或いは日本語が理解できない外国人など｣
と定義され､ 介護保険では要介護 (３度以上)､
障がいでは身体障がい (１, ２級)､ 知的障が
い (療育手帳Ａ) などの手帳保持者､ その他一
人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯などと対象
の具体例が示されています｡ 自治体においては
平常時から､ 該当する方々の登録整備や､ 被災
後の安全を守るための対応について具体的に検
討することが求められています｡ しかし､ 看護
職の視点で考えた場合には､ 単に手帳の有無や
年齢区分だけが支援者の基準とはなりません｡
人工呼吸器や在宅酸素療法を必要とされる方､
或いは透析患者さんなど高度な医療処置を必要
とされる在宅療養者は､ 被災後の早期から生命
危機に関わるため支援は最優先される対象です｡
しかし､ このような医療処置を必要とされる方
以外にも､ 配慮を必要とする在宅療養者は多数
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発生時期 災害名 二次的健康障害
1995年１月 阪神・淡路大震災
クラッシュシンドローム
ＰＴＳＤ, 孤独死
2004年10月 新潟県中越大震災
深部静脈血栓症
(エコノミークラス症候群)
廃用性症候群
(生活不活発病)
2007年７月 新潟県中越沖地震
熱中症
2011年３月 東日本大震災
放射線による健康への影響
いらっしゃいます｡ たとえば､ 救援物資などの
一般的な飲食物は摂取困難な特殊栄養食品を必
要とされる方､ インシュリンやホルモン療法な
ど特殊な薬剤による治療を必要とされる方など
です｡ また避難生活の長期化によって､ 集団生
活に馴染む事が困難な方々についても配慮を要
します｡ 具体的な疾患名では､ 精神疾患､ 認知
症､ 発達障がい者 (児) などです｡ 当事者の方
には意味のある言動であっても､ 他の多くの住
民には理解が困難であるために､ 言動が周囲の
迷惑や奇異と捉えられて､ 一般住民とともに避
難生活を続けることが困難になることがありま
す｡ 疾患や障がいの特性からもたらされる影響
についても加味した､ 対象の把握や個別的な援
助の検討が平常時から必要になります｡
２. 災害に備えた地域のシステムづくり～自助・
共助・公助～
被災時に生命・健康・安全を守るためには､
平常時からの取り組みの強化が重要であること
は言うまでもありません｡ 災害支援として主に
行政が行う部分が ｢公助｣ ですが､ 災害の規模
に比例して公助支援にも限界が生じます｡ 個々
の備えを強化していただく ｢自助｣ や､ 家族・
組織・近隣等の住民同士の助け合いの ｢共助｣
も不可欠であり､ これらの全てを高めておくと
いう事が平常時には必要です｡ このような必要
性を考慮した地域保健分野の看護職による実践
活動例をご紹介します｡
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保健所は１市２町を管轄し､ 管内人口は約32
万人､ 高齢化率約20％という地域です｡ 災害に
備えた活動を始めたきっかけは､ 阪神・淡路大
震災の派遣支援を経験した保健師が､ 被災地の
惨状を目の当たりにし､ 早急な災害に備えた取
り組みが必要だと危機感を募らせたことでした｡
その危機意識を､ 保健所の継続看護連絡会とい
う既存の会議で参加者と共有しました｡ 継続看
護連絡会は､ 保健所をはじめとする地域の病院・
診療所､ 訪問看護ステーション､ 在宅介護支援
センター等の関連機関に所属する看護職が定期
的に集まり､ 在宅療養者の支援の検討や研修を
行うことを目的とした集まりです｡ その会議メ
ンバー間で､ 日常担当する患者さんや家族の災
害時の命と健康を守るための支援の検討をすす
めることにしました｡ 具体的な取り組みとして
当初､ 担当患者さん (588名) の災害への備え
の実態把握のため家庭訪問調査を行いました｡
その結果､ 65歳以上の在宅療養者が76.6％､ 家
族構成は高齢独居もしくは高齢夫婦世帯を合わ
せると35％以上と､ 対象や家族の高齢化の実態
が明らかになりました｡ また災害への備えでは
｢必要物品の備え｣ 39.6％､ ｢服用薬品のメモを
控える｣ 37.1%､ ｢防災の対策を立てている｣ や
｢避難の事を考えている｣ では各１割程度と､
災害への準備や意識が十分ではないことも明ら
かになりました｡ そこで､ 患者さんや家族の平
時の備えを強化することを目的に､ 啓発リーフ
レットを作成し媒体を活用した家庭訪問による
教育指導を行いました｡ 指導は､ 看護師全員が
個々の家族の状況に応じた的確な指導ができる
ことを配慮し ｢指導者用マニュアル｣１) を作成
し､ 指導者レベルの均一化を図り訪問指導を行
いました｡ その結果､ 個々の世帯の備えについ
ては改善がみられましたが､ 本人や介護者だけ
では避難が困難である事への不安が多くみられ
ました｡ この結果を受け再度継続看護連絡会で
協議を重ね､ 誰もが在宅療養者を理解し､ いざ
という時の支援者となってくれる地域づくりを
めざし､ 一般地域住民を対象にした講演や研修
会を企画することになりました｡ 患者さんの搬
送方法などの実践模擬訓練を含めた健康教育を
繰り返し実施しました｡ 経年的に取り組みを続
けた結果､ 研修会には､ 災害支援に関心の高い
NPOや福祉関係者なども参加し､ 参加された方
の口コミでさらに他の地域機関や組織から参加
される方が増え､ 次第に活動の必要性に共感す
る人材・機関のネットワークが構築されるよう
になっていきました｡ また研修会へ参加した住
民が､ 地元の中学校へ出向き ｢行政が災害に備
えた協力者を育成しているが､ 中学生の教育に
こそ必要ではないか｣ と校長先生へ学校教育に
取り入れることを進言されたことをきっかけに
毎年１回､ 全校生徒を対象にした健康教育が年
間行事に位置づけられ､ 10年以上継続的に実施
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されています｡ この中学校での健康教育時には､
継続看護連絡会の看護職だけでなく､ 継続的な
研修などの取り組みをきっかけに広がった公的・
民間を含めた様々な組織や機関の専門職が､ 主
体的に参加し総勢約100名の指導者が集まる機
会にもなっています｡ この健康教育を受講した
中学生は､ 要援護者の理解や福祉に対する興味
を高め､ 中学卒業後も地域の社会福祉協議会の
ボランティアへ登録されるなどの効果もありま
す｡ それぞれの機関に所属する地域の看護職の
高い志で支えられた継続発展的な取り組みです｡
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同じく神奈川県の保健所です｡ この保健所の
管内は２市を管轄し､ 人口約30万人､ 高齢化率
17.5％の地域です｡ この保健所では､ 特定疾患
の方や､ 医療機器を必要とする在宅療養児の対
策の強化に取り組んでいます｡ 特にここでは､
医療機器を必要とする子どもさんの対策を中心
にご紹介をさせて頂きます｡ まず､ 対象の実態
把握のために全数の家庭訪問調査を企画しまし
た｡ 家庭訪問は､ 実態の聞き取りを目的とする
だけではなく､ 訪問という機会を捉えて､ 保護
者の災害に備えた認識を高めて頂く保健指導の
側面も兼ねた家庭訪問としました｡ この家庭訪
問調査の結果､ 在宅療養児をもつ家庭の多くは､
市町村の災害時要援護者リストへ登録をされて
いないことがわかりました｡ その理由は､ 個人
情報管理への不安､ 登録が望む支援につながる
とは思えないという不信感などでした｡ また､
多くの保護者は､ 日々不安定な病状にある子ど
もさんの介護に精一杯な実情にあり､ 災害を想
定した準備に余裕がないことや､ 身近に相談出
来る知人や友人がいない方が多いこともわかり
ました｡ このような実態から､ 高度な医療を必
要としている子どもさんやその保護者が孤立す
ることのない地域づくりが地域保健の役割だと
認識し､ 在宅療養児の存在や､ その育児の実態
を､ 同じく子育てをする地域の母親に広く知っ
てもらい､ 母親同士のつながりや支え合いが広
がる取り組みを行うことを考えました｡ 具体的
な活動内容は､ 母子を対象にした災害への備え
のための啓発媒体の作成です｡ 媒体は育児をさ
れている全ての保護者を対象とした災害の備え
や留意点などの内容を網羅したリーフレット２)
です｡ その中に､ 在宅療養児のお母さんの災害
時の不安について､ 家庭訪問調査の際にうかがっ
た意見を反映させて作成しました｡ またより啓
発効果を高める教材の工夫としてDVDも作成し
ました｡ しかし､ 効果的な媒体の工夫の必要性
は痛感しても保健所には予算がありません｡ そ
のため､ 研究助成金による予算の確保を行い､
台本は保健師が作成し､ 地元劇団の協力を得て
視聴覚媒体として作成することができました｡
このDVD教材やリーフレットを､ 市町村などの
乳幼児健診や健康教育の依頼時など母子の集ま
る機会に啓発普及のために活用しています｡
３.災害に備える保健活動と地域のシステム
づくり
災害時に備える地域のシステムづくりには以
下のような視点が必要です｡
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看護職の支援の対象となる患者さんや介護者
にとって､ 日常から面識のある担当看護職によ
る指導は､ 相互の信頼関係の基盤があるために
介入の効果が高く､ 自助力のアップなど行動変
容が期待されます｡ 日常の関わりの中で､ いざ
という時を想定した関わりの工夫を広げていた
だきたいと思います｡
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災害に備える保健活動は､ 研修や訓練の実施､
マニュアルの策定､ 物品整備や備蓄など､ この
ような取り組みの達成によって終結するもので
はありません｡ いざという時に備え専門職の視
点で､ 改善や強化すべきこと､ 必要な支援は何
であるのかについて､ たえず関係者や対象者と
協議し､ あるべき方向性をめざした継続的な取
り組みが求められます｡
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災害時は､ 医療・看護の枠を超えた連携が必
要になりますが､ そのためには平常時から良好
な関係性の構築が図られていることが､ いざと
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いう時の効果的な協働支援につながります｡ 地
域の様々な機関､ 組織に所属する看護職個々の
意識の向上と各組織間のネットワークの一層の
強化が求められます｡
４.おわりに
医療技術の高度化､ 生活環境の変化､ 住民個々
の意識の多様化など､ 社会の動向に応じ､ 看護
職の専門性もより高度なニーズへ対応すべく専
門分化されてきました｡ 災害時には､ 被災の影
響が加わった､ 人､ 家族､ 地域への､ より高度
な専門性の発揮が求められます｡ 環境要因を含
めた健康への影響や本質的な課題を的確に捉え､
より専門的な支援へとつなげることができる､
状況に応じた的確な判断や応用可能なスキルの
向上と､ 連携の要となる地域や専門職間のネッ
トワークの強化を図ることが全ての職場に所属
する看護職に求められています｡ 今後､ 大きな
被害をもたらす自然災害の発生はないことを何
よりも願いますが､ 他都市の被災であっても､
その地域では何が起こったのか､ 看護職として
何が求められているのかに関心を寄せ､ 知識や
技術を高め続けていただきたいです｡
本日は長時間にわたりご清聴をいただきあり
がとうございました｡
参照 (媒体資料ＰＤＦ)
１) 神奈川県平塚保健福祉事務所http://www.
pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/3140.
pdf
２) 神奈川県大和保健福祉事務所http://www.
pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/2284.
pdf
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